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石
塚
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議
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議
員

　
　
避
難
行
動
要
支
援
者
の
避
難
行
動

に
つ
い
て
問
う
。

 

市
長
公
室
長

　
　
対
象
者
８
９
２
８
名
中
、
避
難
者

は
１
６
０
名
で
あ
っ
た
。
少
な
か
っ

た
要
因
は
、
夜
中
の
避
難
や
多
く
の

避
難
所
が
鬼
怒
川
西
地
区
に
あ
り
、

避
難
を
た
め
ら
っ
た
可
能
性
が
あ
る
。

 

議
員

　
　
避
難
時
の
移
動
手
段
と
し
て
バ
ス

の
手
配
等
、
避
難
サ
ポ
ー
ト
の
必
要

性
に
つ
い
て
市
の
考
え
を
問
う
。

 

市
長
公
室
長

　
　
バ
ス
会
社
と
の
協
定
や
各
分
野
に

幅
広
く
協
定
の
締
結
を
進
め
対
策
を

講
じ
て
い
き
た
い
。

 

議
員

　
　
避
難
所
の
エ
ア
コ
ン
設
置
、
車
い

す
利
用
者
の
ト
イ
レ
等
、
環
境
対
策

を
講
じ
て
ほ
し
い
が
市
の
考
え
は
。

 

防
災
危
機
管
理
課
長

　
　
小
中
学
校
は
発
災
直
後
の
緊
急
避

難
先
と
考
え
、
長
期
に
渡
る
場
合
、

環
境
の
整
っ
た
施
設
へ
誘
導
を
し
て

い
く
。
車
い
す
利
用
者
は
、
最
初
か

ら
施
設
が
整
っ
た
所
に
誘
導
を
す
る
。

 

議
員

　
　
避
難
所
に
ス
ポ
ッ
ト
ク
ー
ラ
ー
を

設
置
し
た
ブ
ー
ス
を
設
け
、
応
急
処

置
を
行
う
必
要
性
は
な
い
か
。

 

市
長
公
室
長

　
　
ス
ポ
ッ
ト
ク
ー
ラ
ー
等
、
レ
ン
タ

ル
会
社
と
協
定
を
締
結
し
て
お
り
、

対
処
に
つ
い
て
協
議
を
行
っ
て
い
く
。

 
議
員

　
　
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
避
難
ル
ー
ト

の
危
険
情
報
を
追
加
し
て
は
ど
う
か
。

 

市
長
公
室
長

　
　
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
進
化
系
も
含
め

危
険
箇
所
を
地
図
に
落
と
す
取
組
を

し
て
い
る
地
域
が
あ
る
。
地
区
防
災

計
画
支
援
事
業
報
告
会
で
事
例
等
を

説
明
し
、
反
映
に
つ
な
げ
た
い
。

 

議
員

　
　
条
件
を
設
け
、
各
自
治
区
に
戸
別

受
信
機
を
支
給
し
て
は
ど
う
か
。

 

市
長
公
室
長

　
　
情
報
取
得
手
段
の
多
様
化
が
求
め

ら
れ
て
お
り
、
継
続
検
討
す
る
。

 

議
員

　
　
一
刻
も
早
く
課
題
を
是
正
し
、
防

災
を
強
み
と
す
る
街
づ
く
り
を
お
願

い
す
る
。

動 画

 

議
員

　
　
令
和
元
年
10
月
１
日
、
消
費
税
10

％
導
入
と
共
に
幼
児
教
育
・
保
育
の

無
償
化
が
実
施
さ
れ
た
。
幼
稚
園
・

保
育
所
共
々
３
歳
以
上
児
と
市
区
町

村
民
税
非
課
税
世
帯
の
３
歳
未
満
児

が
対
象
に
な
る
こ
と
は
、
市
民
の
大

多
数
が
理
解
し
て
い
る
と
思
わ
れ
る

が
、
制
度
の
詳
細
や
内
容
を
知
り
た

い
。
ま
た
、
予
算
に
関
し
て
当
市
の

財
政
負
担
は
あ
る
の
か
。
今
後
の
継

続
的
財
源
に
つ
い
て
ど
の
よ
う
に
考

え
て
い
る
の
か
、
説
明
を
求
め
る
。

 

保
健
福
祉
部
長

　
　
４
月
１
日
現
在
３
歳
以
上
児
と
、

市
区
町
村
民
税
非
課
税
世
帯
の
３
歳

未
満
児
が
無
償
化
の
対
象
に
な
る
。

幼
稚
園
は
入
園
で
き
る
時
期
に
合
わ

せ
、
満
３
歳
か
ら
無
償
化
に
な
る
。

ま
た
、
幼
稚
園
等
の
預
か
り
保
育
は

月
額
１
万
１
千
３
百
円
を
、
認
可
外

保
育
施
設
を
利
用
す
る
非
課
税
世
帯

の
３
歳
未
満
児
は
月
額
４
万
２
千
円

を
、
認
可
外
保
育
施
設
を
利
用
す
る

３
歳
か
ら
５
歳
児
は
月
額
３
万
７
千

円
を
そ
れ
ぞ
れ
上
限
に
補
助
す
る
。

従
来
、
保
育
料
の
一
部
に
含
ま
れ
て

い
た
副
食
費
・
給
食
費
等
の
実
費
分

は
こ
れ
ま
で
同
様
有
料
だ
が
、
年
収

３
６
０
万
円
未
満
相
当
世
帯
及
び
第

３
子
以
降
の
児
童
は
月
額
４
千
５
百

円
を
限
度
に
免
除
と
な
る
。
財
源
に

つ
い
て
は
、
今
年
度
分
は
臨
時
交
付

金
と
し
て
約
６
千
万
円
を
当
市
で
は

見
込
ん
で
い
る
。
次
年
度
以
降
は
地

方
消
費
税
の
増
収
分
及
び
地
方
交
付

税
に
算
入
予
定
だ
が
、
算
入
額
に
つ

い
て
は
未
定
で
あ
る
。
今
後
の
国
の

動
向
を
み
て
対
応
を
検
討
し
て
い
き

た
い
。
ま
た
、
私
立
幼
稚
園
に
つ
い

て
は
、
負
担
割
合
に
応
じ
て
国
や
県

か
ら
の
交
付
金
が
支
給
さ
れ
る
予
定

で
あ
る
。
な
お
、
国
と
地
方
自
治
体

の
代
表
等
で
構
成
さ
れ
る
幼
児
教
育
、

保
育
無
償
化
に
関
す
る
協
議
の
場
に

お
い
て
、
地
方
公
共
団
体
の
代
表
側

か
ら
無
償
化
の
実
施
に
係
る
経
費
を

明
確
か
つ
確
実
に
財
政
措
置
さ
れ
る

よ
う
提
言
が
な
さ
れ
て
い
る
。

 

議
員

　
　
少
子
化
対
策
の
一
環
と
し
て
実
施

さ
れ
る
制
度
で
あ
る
が
、
サ
ー
ビ
ス

の
低
下
に
な
ら
な
い
よ
う
お
願
い
す

る
。

動 画

国
の
制
度
に
準
じ
て
対
応
し
て
い
く

答
弁
答
弁

幼
児
教
育
、保
育
の
無
償
化
に
伴
う

　
　
　
　
　
　
　
　
　
今
後
の
対
応
に
つ
い
て

答
弁
答
弁

台
風
19
号
に
伴
う
防
災
体
制
の

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
課
題
に
つ
い
て
問
う

災
害
の
種
別
に
応
じ
た
適
切
な
対
応

を
し
て
い
く


